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航空法施行規則の一部を改正する省令の公布及び施行について

令和２年６月24日に公布された、無人航空機等の飛行による危害の発生を防止するた

めの航空法及び重要施設の周辺地域の上空における小型無人機等の飛行の禁止に関する

法律の一部を改正する法律（令和２年法律第61号）により、「航空機の航行の安全並び

に地上及び水上の人及び物件の安全を損なうおそれがないものとして国土交通省令で定

める飛行を行う場合」には航空法（昭和27年法律第231号。以下「法」という。）第132

条第１項の規定（飛行の禁止空域）は適用しないこととされ（法第132条第２項）、また、

「航空機の航行の安全並びに地上及び水上の人及び物件の安全を損なうおそれがないも

のとして国土交通省令で定める場合」には、法第132条の２第１項の規定（飛行の方法）

にかかわらず、同項第５号から第10号までに掲げる方法のいずれかによらずに飛行させ

ることができることとされた（法第132条の２第２項）。これらの規定は、令和２年９月

23日に施行されている。

令和３年９月24日、前記「国土交通省令で定める飛行」及び「国土交通省令で定める

場合」を規定すること等を内容とする航空法施行規則の一部を改正する省令（令和３年

国土交通省令第57号。以下「改正省令」という。）が公布され、同日に施行された。

改正省令の概要及び留意事項については下記のとおりであり、対応に遺漏のないよう

にされたい。

記

１ 改正省令の概要

(1) 法第132条第１項の規定を適用しない無人航空機の飛行

法第132条第２項第１号の国土交通省令で定める飛行は、次のアからエまでに掲

げる要件のいずれにも該当する飛行とすることとされた（改正省令による改正後の

航空法施行規則（昭和27年運輸省令第56号。以下「新規則」という。）第236条の３）。

ア 法第132条第１項第２号に掲げる空域において行うものであること。

イ 十分な強度を有する紐等（長さが30メートル以下のものに限る。）で係留する

ことにより無人航空機の飛行の範囲を制限した上で行うものであること。

ウ 無人航空機の飛行の範囲内に地上又は水上の物件が存しない場合に行うもので

あること。



エ 補助者の配置その他の無人航空機の飛行の範囲内において無人航空機を飛行さ

せる者及びこれを補助する者以外の者の立入りを管理する措置を講じて行うもの

であること。

これにより、例えば、30メートル以下の長さの紐等で係留し、その飛行範囲内に

他者や他者の物件が入らないように管理すれば、人口集中地区で無人航空機を無許

可で飛行させることが可能となる。

(2) 法第132条の２第１項の規定を適用しない無人航空機の飛行

法第132条の２第２項第１号の国土交通省令で定める場合は、同条第１項第８号

及び第９号に掲げる方法による飛行であって、前記１(1)イからエまでに掲げる要

件のいずれにも該当する飛行を行う場合とすることとされた（新規則第236条の９）。

これにより、例えば、30メートル以下の長さの紐等で係留し、その飛行範囲内に

他者や他者の物件が入らないように管理すれば、法第132条の２第１項第５号、第

６号、第７号又は第10号に掲げる方法のいずれかによらずに無人航空機を無承認で

飛行させることが可能となる。

(3) その他の改正（無人航空機の飛行禁止空域の見直し）

法第132条第１項第１号の「無人航空機の飛行により航空機の航行の安全に影響

を及ぼすおそれがあるものとして国土交通省令で定める空域」から、地表又は水面

から150メートル以上の高さであって、地上又は水上の物件から30メートル以内の

空域を除外することとされた（新規則第236条第１項第５号）。

これにより、例えば、空港等の周辺、緊急用務空域又は人口集中地区のいずれに

も該当しない地域において、高層の建物の壁や屋上から30メートル以内の空域であ

れば、150メートル以上の高さの空域に達する場合であっても、無人航空機を無許

可で飛行させることが可能となる。

２ 留意事項

(1) 今回の改正の趣旨は、係留によって飛行範囲を物理的に制限した状態で飛行する

場合及び高構造物から一定の範囲内の空域を飛行する場合については、無人航空機

の飛行によって航空機の航行及び地上の人等の安全を損なうおそれが低いと判断で

きることを踏まえ、航空法の規定に基づく許可又は承認を不要とするものである。

しかし、30メートル以下の長さの紐等で係留し、かつ、飛行範囲内の立入管理を行

ったとしても、

○ 空港等の周辺、緊急用務空域及び150メートル以上の上空における飛行

○ 多数の者の集合する催しが行われている場所の上空における飛行

○ 爆発性又は易燃性を有する物件等を輸送する飛行

については、引き続き、許可又は承認が必要とされている。

(2) 車両、航空機等の移動する物件に紐等を固定する方法は、「係留」には該当しな

い。また、人が紐等を持って移動しながら無人航空機を飛行させる場合も同様であ

る。

(3) 前記１(1)エの「補助者の配置その他の無人航空機の飛行の範囲内において無人

航空機を飛行させる者及びこれを補助する者以外の者の立入りを管理する措置」の

具体例としては、



○ 補助者による監視及び口頭警告

○ 関係者以外の者の立入りを制限する旨の看板やコーン等による表示

等が想定される。

また、立入りを管理するために講じた措置等が機能せず、無人航空機の下に人の

立入り又はそのおそれのあることを確認したときは、直ちに当該無人航空機の飛行

を停止し、飛行経路の変更、航空機の航行の安全並びに地上及び水上の人及び物件

の安全を損なうおそれがない場所への着陸その他の必要な措置を講じなければなら

ない。また、関係者以外の者の立入制限が機能しない場合は、係留をしていたとし

ても、航空法施行規則第236条の３第１項第４号の措置が講じられた飛行とは認め

られないため、飛行させる空域、方法により必要な許可又は承認がなければ、飛行

させることはできない。

これに加えて、国土交通省においては、無人航空機、係留地点、立入りを管理す

る措置を講じた外縁等に、操縦者と常に連絡の取れる連絡先を明示すること等を指

導している。

３ その他

参考として、次の資料を添付する。

(1) 改正省令

(2) 「無人航空機に係る規制の運用における解釈について」（令和３年９月30日付け

国官参次第87号）
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